京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業＜設備投資型＞
（研究開発型併用版）

提出書類チェックシート
 提出漏れがないか、再度ご確認いただいた上で、ご提出ください。
	  テーマ名：

	企業名：


	
	チェック
	提 出 物


	
	□
	提出書類チェックシート（１枚）　（本紙）

	提出書類（２部）
	□


	提案書　（必要枚数）


	
	□


	ＣＤ－Ｒ　提案書の内容がすべて入力されたもの（１枚）

※研究開発型と併せて１枚での提出も可能です。

	添付資料

	□


	設備投資の内容を明らかにする図面、パンフレット等（２部）


■ＣＤ－Ｒは、代表企業名、テーマ名がわかるようにしてください。

記載に係る注釈事項（青字）、記載例（赤字）は提出時には削除願います。
平成　　年    月    日
提  案  書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公益財団法人京都産業２１

理事長　村田　恒夫  様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：〒　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　　職：　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業＜設備投資型＞（研究開発型併用版）について、下記のとおり提案します。
記

	テーマ名
	「研究開発型のタイトル」に伴う○○設備等整備事業

上記記載例に併せて、テーマ名を記載してください。

	補助対象経費
総額
	（第１の３から転記してください（税抜））

	
	　　　　　　　　　　　　　　千円

	補助金総額

（希望額）
	（第１の３、５から転記してください（税抜））
	

	
	設備投資補助金

　　　　　　　千円
	雇用促進補助金

　　　　　　　千円
	合計

　　　　　　　千円


第１　設備投資計画・雇用計画

	１　補助事業実施スケジュール

	実施項目
	初年度
	２年度
	３年度

	(例)

設備設計
	H27.12
	H28.2
	

	工事
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 ※設備投資、雇用の主な実施項目(工程)について、実施期間とあわせて記載してください。

 ※研究開発型で提案する事業計画との整合性に注意願います。
	２　設備投資の具体的内容

	1 今回研究開発型で提案する事業計画のなかで、提案企業の役割を記載してください。
（記載例）

今回の●●●作成における事業計画のなかで、△△の研究・分析の役割がある。
2 上記の役割を踏まえて設備整備の必要性、導入時期、期待される効果等を具体的に記載してください。

（記載例）

　 △△の研究・分析の役割があるため、～を実行するには～の設備が必要である。

　 導入時期は、～の必要性があることから○○年○月頃に予定している。

　 導入後は、～が可能となるため、より正確な製品開発

　 に発展することが可能となる。




※申請書の記入欄が不足する場合は、記入欄を大きくしてください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円／税抜）
	３　設備投資事業に要する経費

	項　　目
	内容(概要、型式、仕様等)
	初年度
	２年度
	３年度
	計

	建物・附属設備
	工 　 場
	
	
	
	
	

	
	事 務 所
	
	
	
	
	

	
	倉　　庫
	
	
	
	
	

	
	店　　舗
	
	
	
	
	

	
	附属設備
	
	
	
	
	

	
	そ の 他
	
	
	
	
	

	構 　築 　物
	
	
	
	
	

	機械及び装置
	
	
	
	
	

	什器及び家具
	
	
	
	
	

	工具器具及び備品
	
	
	
	
	

	車両及び運搬具
	
	
	
	
	

	電気及び電子機器
	
	
	
	
	

	ソフトウェア
	
	
	
	
	

	その他の設備
	
	
	
	
	

	土地・建物の
賃借料等
	
	
	
	
	

	用 地 造 成
	
	
	
	
	

	設計・設置費用
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	

	年度別補助金

希望額
	
	
	
	
	


※年度毎に必要経費をご記入ください。なお、補助金総額は上限3,000万円、下限100万です。

※各項目において、千円未満切り捨てで記載してください。
        　　　　　　　　　　　　　 　（単位：人）                           　       　　　　 
	４　工場・事業所等及び従業員の状況

	
	前末年度
(H27.3.31現在)
	初年度末
(H28.3.31現在)
	２年度末
(H29.3.31現在)
	３年度末
(H31.3.31現在)

	事業所数
	
	
	
	

	従業員の総数
	
	
	
	

	
	府内雇用者
	
	
	
	

	
	
	新規府内雇用者（※）
	
	
	
	

	
	
	
	正規雇用者
（障害者）
	
	
	
	

	
	
	
	正規雇用者
（障害者を除く）
	
	
	
	


※今回の設備投資計画に係るものについて記載してください。
	５　雇用補助金額

	新規府内雇用予定者数
	単　　価
	人数
	金　　額
	雇用予定時期

	正規雇用者（障害者）　　　　　　　　　　
	１名につき500千円
	人
	千円
	年　　月頃

	正規雇用者（障害者を除く）　　　　　　
	１名につき400千円
	人
	千円
	年　　月頃

	合　計
	人
	千円
	－


※雇用補助は、補助事業期間における人件費が１人当たり500千円以上となる新規府内雇用者である正規雇用者が補助対象となります。
※支援対象は補助事業期間内（交付決定日から24ヶ月間）に雇用したものに限ります。
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